（資料１）

地方自治法（抜粋）

（公の施設） 

第244条 　普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２　普通地方公共団体（次条第３項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３　普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをしてはならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第244条の2 　普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない。 

２　普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なものについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとするときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。 

３　普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第244条の4において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４　前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項を定めるものとする。 

５　指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６　普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７　指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 

８　普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させることができる。 

９　前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。 

10　普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

11　普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用） 

第244条の3 　普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通地方公共団体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２　普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方公共団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。 

３　前2項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての不服申立て） 

第244条の4 　普通地方公共団体の長がした公の施設を利用する権利に関する処分に不服がある者は、都道府県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処分については都道府県知事に審査請求をすることができる。この場合においては、異議申立てをすることもできる。 

２　第138条の4第1項に規定する機関がした公の施設を利用する権利に関する処分に不服がある者は、当該普通地方公共団体の長に審査請求をすることができる。 

３　普通地方公共団体の長及び前項に規定する機関以外の機関（指定管理者を含む。）がした公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が処分庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してするものとする。 

４　普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての異議申立て又は審査請求（第１項に規定する審査請求を除く。）があつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならない。 

５　議会は、前項の規定による諮問があつた日から20日以内に意見を述べなければならない。 

６　公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求（第１項に規定する審査請求を除く。）に対する裁決に不服がある者は、都道府県知事がした裁決については総務大臣、市町村長がした裁決については都道府県知事に再審査請求をすることができる。
（資料２）
○井原市星の郷アクティブヴィラ条例
（平成16年12月17日　条例第45号）
(設置)

第1条　観光客が豊かな自然と歴史にふれ、クラフト体験ができる宿泊施設を提供し、受入体制の充実及び観光客の増加を図るとともに地域活性化に資するため、井原市星の郷アクティブヴィラ(以下「星の郷アクティブヴィラ」という。)を井原市美星町星田2番地60に設置する。

(業務)

第2条　星の郷アクティブヴィラは、前条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。

(1)　観光の振興及び産業の発展に寄与する業務

(2)　星の郷アクティブヴィラの施設の利用に関する業務

(3)　宿泊及び食事のサービス提供に関する業務

(4)　その他市長が必要と認める業務

(使用料)

第3条　星の郷アクティブヴィラの使用料は、別表に掲げる金額とする。

(宿泊の申込み)

第4条　星の郷アクティブヴィラに宿泊しようとする者は、市長に申込みをし、許可を受けなければならない。

(損害賠償)

第5条　使用者は、施設、備品等をき損し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が損害を賠償させることが適当でないと認めたときは、この限りでない。

(指定管理者による管理)

第6条　星の郷アクティブヴィラの管理に関する業務のうち、次の各号に掲げるものについては、地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により、市長が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わせることができる。

(1)　星の郷アクティブヴィラの利用の許可に関する業務

(2)　星の郷アクティブヴィラの施設及び設備の維持管理に関する業務

(3)　その他星の郷アクティブヴィラの管理上、市長が必要と認める業務

(指定管理者の指定期間)

第7条　指定管理者の指定期間は、5年以内とする。

(指定管理者の権限)

第8条　指定管理者は、指定が効力を有する間、第2条及び第4条に掲げる市長の権限を指定管理者の名において行うものとする。この場合において、使用料を利用料金として指定管理者の収入とする。ただし、地方自治法第244条の2第11項の規定により、管理の業務の全部又は一部の停止を命ぜられた期間における当該停止を命ぜられた業務に係るものを除く。

2　前項の場合において、第3条(見出しを含む。)中「使用料」とあるのは「利用料金」と、第4条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第5条中「使用者」とあるのは「利用者」とする。

(利用料金)

第9条　前条第1項の利用料金は、別表に掲げる使用料を基準額とし、当該額に0.5を乗じて得た額から当該額に1.5を乗じて得た額までの範囲内の額で指定管理者が定める額とする。この場合において、別表中「星の郷アクティブヴィラ使用料」とあるのは「星の郷アクティブヴィラ利用料金の基準額」と、「宿泊使用大人」とあるのは「宿泊利用大人」と、「宿泊使用小人」とあるのは「宿泊利用小人」と、「使用料」とあるのは「基準額」とする。

(指定管理者の指定の取消し等があった場合における使用料の取扱い)

第10条　利用者は、指定管理者の指定が取り消されたとき、又は管理の業務の全部の停止を命ぜられたときは、前条の規定により定められた額を星の郷アクティブヴィラの使用料として市に納付しなければならない。

2　第3条の規定は、前項の使用料について準用する。

(指定管理者の責務)

第11条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなくなった施設等を直ちに原状に復さなければならない。

2　指定管理者は、故意又は過失により施設等を滅失又は破損したときは、これを原状に復し、又はその損害を市に賠償しなければならない。

3　指定管理者が前2項の義務を履行しないときは、市長において原状に復し、これに要した費用を指定管理者から徴収する。

(委任)

第12条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

(施行期日)

1　この条例は、平成17年3月1日から施行する。

(経過措置)

2　この条例の施行の日前に、星の郷アクティブヴィラの設置及び管理に関する条例(平成4年美星町条例第2号)の規定によりなされた利用料金の納入その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。

附　則(平成17年9月27日条例第31号)

この条例は、平成18年4月1日から施行する。
別表(第3条関係)

星の郷アクティブヴィラ使用料
	区分
	使用料
	備考

	宿泊使用大人
	8,000円
	

	宿泊使用小人
	4,000円
	小学生以下


（資料3）

○井原市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例
（平成16年12月17日　条例第27号）

 (趣旨)

第1条　この条例は、本市が設置する地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条第1項に規定する公の施設(以下「施設」という。)に係る指定管理者(同法第244条の2第3項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。)の指定の手続等については、他の条例に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。

(募集)

第2条　市長又は委員会(以下「市長等」という。)は、指定管理者に施設の管理を行わせようとするときは、次に掲げる事項を明示して指定管理者となろうとするものを公募しなければならない。

(1)　施設の概要

(2)　申込みの資格(以下「申込資格」という。)

(3)　申込みを受け付ける期間(以下「申込期間」という。)

(4)　次条各号に掲げる書類の内容

(5)　選定の基準

(6)　管理の基準

(7)　管理業務の範囲及び具体的内容

(8)　利用料金に関する事項

(9)　指定管理者を指定して管理を行わせる期間

(10)　その他市長等が別に定める事項

2　前項の規定にかかわらず、市長等は次の各号に掲げる場合においては、第4条各号の基準及び管理の実績等を考慮し、公募によらず、すでに指定管理者として施設の管理を行っているもの(以下「現指定管理者」という。)を指定管理者になるべきものとして選定することができる。

(1)　引き続き現指定管理者を指定管理者とすることが施設の設置の目的を最も効果的に達成できると認められる場合

(2)　複合施設の一部又は一団の施設においてその一部の施設の管理を行っている現指定管理者を新規に複合施設の他の部分又は一団の施設における他の施設の指定管理者とすることが施設の設置の目的を最も効果的に達成できると認められる場合

(申込み)

第3条　指定管理者になろうとするもの(以下「申込者」という。)は、次に掲げる書類を申込期間内に市長等に提出して、その申込みをしなければならない。

(1)　申込資格を有していることを証する書類

(2)　管理業務の計画書

(3)　管理に係る収支計画書

(4)　当該申込者の経営状況を説明する書類

(5)　その他市長等が別に定める書類

(選定方法及び選定基準)

第4条　市長等は、申込期間内に前条の申込みをした申込者があったときは、申込資格を有する申込者のうちから、次に掲げる選定の基準に照らし、施設の管理を行うに最も適当と認めるものを、指定管理者となるべきものとして選定するものとする。

(1)　市民の平等な利用が確保されること。

(2)　前条第2号の計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するものであること。

(3)　前条第2号の計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。

(4)　前条第3号の収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

(5)　その他市長等が施設の性質又は目的に応じて別に定める基準

(選定結果の通知)

第5条　市長等は、前条の規定による選定を行ったときは、速やかにその結果を申込者に通知しなければならない。

(再度の選定)

第6条　市長等は、前条の規定による通知をした後、第4条の規定により選定したもの(以下「被選定者」という。)を指定管理者に指定することが不可能となり、又は著しく不適当と認められる事情が生じたときは、申込者(当該被選定者を除く。)の中から再度同条の規定により指定管理者となるべきものを選定することができる。

(指定管理者の指定)

第7条　市長等は、地方自治法第244条の2第6項の規定による議会の議決があったときは、当該議決に係る被選定者を指定管理者に指定するものとする。

2　市長等は、指定管理者の指定を行ったとき、若しくはその指定を取り消したとき、又は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を公告しなければならない。

(協定の締結)

第8条　前条第1項の被選定者は、指定管理者の指定を受けるときは、市長等と施設の管理に関する協定を締結しなければならない。

2　前項の協定で定める事項は、次のとおりとする。

(1)　第3条第2号の計画書に記載された事項

(2)　利用料金に関する事項

(3)　市が支払うべき管理費用に関する事項

(4)　管理業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項

(5)　事業報告に関する事項

(6)　指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項

(7)　その他市長等が別に定める事項

(事業報告書の作成及び提出)

第9条　指定管理者は、毎年度終了後速やかに、次の事項を記載した事業報告書を作成し、市長等に提出しなければならない。年度の途中において指定を取り消されたときも同様とする。

(1)　施設の管理業務の実施状況及び使用状況

(2)　施設の使用料等の収入の実績

(3)　施設の管理に係る経費の収支状況

(4)　その他市長等が別に定める事項

(委任)

第10条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長等が別に定める。

附　則

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2　第2条第1項の規定にかかわらず、市長等は、地方自治法の一部を改正する法律(平成15年法律第81号)施行前の地方自治法第244条の2第3項の規定により管理委託された施設のうち、第4条各号の基準及び委託管理の実績等を考慮して当該受託者が施設の設置の目的を最も効果的に達成することができると認められる場合は、当該受託者から第3条各号の書類の提出を求め、当該書類を審査し、当該施設の管理に関する事務の受託者を指定管理者になるべきものとして選定することができる。

附　則(平成18年12月15日条例第38号)

この条例は、公布の日から施行する。
施設関係図面
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